
区  分 調 定 額 

 

区  分 調 定 額 

一般被保険者分 ２，８０２，８９４，１１６円 一般被保険者分 ４２９，４８５，１１５円 

退職被保険者等分 ３２６，１０３，６７４円 退職被保険者等分 ４３，５８３，５４０円 

合  計 ３，１２８，９９７，７９０円 合  計 ４７３，０６８，６５５円 

 政 令 軽 減 非自発的失業軽減 条 例 減 免 

世帯数 ８，６８２世帯 ５０３世帯 １，４３７世帯 

金 額 ４４９，１４１，９７６円 ４５，９３１，８１０円 ８８，１６９，２７０円 

区   分 収納率 

一般被保険者分 ９３．２１％ 

退職被保険者等分 ９６．８２％ 

合  計 ９３．５９％ 

区   分 収納率 

一般被保険者分 ２４．４２％ 

退職被保険者等分 １４．１６％ 

合  計 ２３．４８％ 

区   分 件数及び金額 

振替依頼件数 ５４，０１７件 

振 替 件 数     ５２，２９３件 

振 替 金 額 １，０５２，８３３，８８０円  

区   分 件数及び金額 

取扱件数 ４１，５７８件 

取扱金額 ５８９，３５３，７８７円      

決算書掲載頁　P299・P315

内
訳

相互扶助の考え方に基づき運営される国民健康保険事業において、財源の根幹をなす保険料を適正に算定し賦課する
とともに、事業の健全運営及び加入者間の負担の公平性を図るため収納確保に取り組む。

連結実質赤字比率の対象となる国民健康保険事業勘定特別会計における実質収支・単年度収支が収支均衡型の黒字
基調となるように、収納率・加入者の前年所得状況・給付費・世帯数・国民健康保険制度の改正といった保険料率決定
に必要な事項の動向を適正に把握・反映するとともに、前年度収納率を上回るため、より一層、電話・文書・訪問催告を
徹底し、滞納処分の強化を図るものとする。

貢
献
度

今
後
の
方
向
性

国民健康保険制度を適正に運用する社会保障
共生共感都市

施
策
の
大
綱

国民健康保険事業勘定特別会計

事業： 賦課徴収事業 0139

08

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

01第2章

目

的

総
合
評
価

妥当性

効率性

有効性

施策に対する
事業貢献度

根

拠

A

国民健康保険料の適正な賦課及び保険料の収納確保に取り組んでいる。

A

大阪府下において高水準の収納率を維
持した。

A

A

A

目

標

実質収支の収支均衡を達成する。
前年度保険料収納率を上回る。

事
業
費
・
財
源

事業費

一人あたり

世帯あたり

財
源
内
訳

総コスト

人件費

公債費 評
価
理
由

一般財源

国府支出金

地方債

その他特定財源

118,755

1,052

2,518

48,529

70,226

0

47,818

0

0

711

事業費 48,529

(決算額) (千円) (千円)

(円)

(円)

コ
ス
ト
情
報
・
評
価

会　計

被保険者間の負担の公平性を図るとともに国民健康保健事業の健全運営に向け、滞納保険料の早期収納確保に取り
組むことにより、収納率の一層の向上をめざすことを目的とする。
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国民健康保険料納付義務者：18,144人（平成24年7月1日時点における賦課期日現
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保険料の収納率を向上・安定させるためには、今後も滞納者との接触の機会を積極的に確保し、納付相談等を行うよう、
滞納保険料の早期収納確保に努める。
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事業：賦課徴収事業                                

限られた財源のなかで、効率的かつ安定的な制度運営をすることが、引き続き求められている。 

そのため、保険料の適正な賦課を行うと共に、保険料の収納率向上対策を講じた。 

(1) 保険料の適正賦課 

保険料は、国民健康保険事業において財源の根幹をなす重要な財源であり、加入者の公平負担に努めると共

に、適正な算定及び賦課を行った。 

【現年度分】                    【過年度分】 

 

(2) 保険料の軽減・減免 

政令に基づく保険料の軽減と非自発的失業者に対する軽減及び収入が減少した世帯等に対して減免を行った。 

※条例減免には災害・旧被扶養者減免を含む。 

 

(3) 保険料の収納率 

【現年度分】             【過年度分】                                     

 

 

 

 

 

 

細事業：賦課徴収事業                             

１．収納率の向上対策 

年間事業計画等に基づき収納対策嘱託職員４名による日常的な電話催告や戸別訪問等を実施するほか、特別

収納対策として毎月一定期間、平日夜間の電話催告・戸別訪問の実施及び休日における臨時窓口開設等を実施

し、保険料滞納者に対する納付相談等を行うことにより滞納保険料の早期確保に努めた。 

また、加入世帯に対し市広報紙等により保険料の納期限内納付の徹底を周知すると共に、窓口での納付相談

時や文書送付等で口座振替による納付の勧奨を行った。さらに、被保険者証の更新時には滞納者との定期的な

接触の機会を確保するため６ヶ月を期限とする短期被保険者証を交付することにより納付相談等を繰り返し行

った。また、滞納者の財産調査を行った上で納付能力の有無を判断し、納付能力を有する場合には財産差押等

の滞納処分を行った。 

    口座振替の状況                コンビニエンスストアーでの収納状況 

    

区  分 調 定 額 

 

区  分 調 定 額 

一般被保険者分 ２，８０２，８９４，１１６円 一般被保険者分 ４２９，４８５，１１５円 

退職被保険者等分 ３２６，１０３，６７４円 退職被保険者等分 ４３，５８３，５４０円 

合  計 ３，１２８，９９７，７９０円 合  計 ４７３，０６８，６５５円 

 政 令 軽 減 非自発的失業軽減 条 例 減 免 

世帯数 ８，６８２世帯 ５０３世帯 １，４３７世帯 

金 額 ４４９，１４１，９７６円 ４５，９３１，８１０円 ８８，１６９，２７０円 

区   分 収納率 

一般被保険者分 ９３．２１％ 

退職被保険者等分 ９６．８２％ 

合  計 ９３．５９％ 

区   分 収納率 

一般被保険者分 ２４．４２％ 

退職被保険者等分 １４．１６％ 

合  計 ２３．４８％ 

区   分 件数及び金額 

振替依頼件数 ５４，０１７件 

振 替 件 数     ５２，２９３件 

振 替 金 額 １，０５２，８３３，８８０円  

区   分 件数及び金額 

取扱件数 ４１，５７８件 

取扱金額 ５８９，３５３，７８７円      


